
１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(3) 固定資産の減価償却の方法

(4) 引当金の計上基準

(5) リース取引の処理方法

(6) 消費税等の会計処理

２．会計方針の変更

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

                                                                      

特定資産

防犯推進事業引当預金 310,000          60,000           370,000            

退職給付引当預金 12,848,700       491,860          6,798,300        6,542,260          

車輌購入積立預金 2,055,000        240,000          2,295,000          

15,213,700       791,860          6,798,300        9,207,260          

15,213,700       791,860          6,798,300        9,207,260          

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

基本財産

                                                                      

特定資産

防犯推進事業引当預金 370,000          370,000) (        

退職給付引当預金 6,542,260        6,542,260) (        

車輌購入積立預金 2,295,000        2,295,000) (      

9,207,260                         2,665,000) (      6,542,260) (        

9,207,260                         2,665,000) (      6,542,260) (        

小　　　　計

合　　　　計

科         目

小　　　　計

小　　　　計

科         目

小　　　　計

財務諸表に対する注記

該当ありません。

商品　移動平均法による原価法によっています。

車両運搬具　定額法によっています。

什器備品　定額法によっています。

合　　　　計

退職給付引当金　役職員の退職給付に備えるため期末要支給額に基づいて計上しております。

該当ありません。

税込方式によっています。

該当ありません。



５．担保に供している資産

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車両運搬具 4,149,410        3,853,675        295,735          

4,149,410        3,853,675        295,735          

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

未 収 金 42,700           -                42,700           

42,700           -                42,700           

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

12．関連当事者との取引の内容

13．重要な後発事象

該当ありません。

該当ありません。

科         目

合　　　計

８．保証債務等の偶発債務

該当ありません。

該当ありません。

科         目

合　　　計

該当ありません。


